別紙１

仕　　様　　書

第１　件名等

１　件　　名

　 営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（1月8日～2月7日実施分）に係る支出事務委託（令和３年度）
２　事業目的
本契約は、営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（1月8日～2月7日実施分）以下「協力金」という。）に係る支出事務を委託することにより、事業者への迅速な支給につなげることを目的とする。

３　履行場所
　　受託者が設置する場所

４　履行期間
令和３年４月１日から令和４年３月31日まで
第２　運営体制の構築
　　　受託者は、協力金の支出事務を円滑に行えるよう、運営体制を構築すること。
　１　東京都との連絡体制等
　（１）実施体制等の確保
　　　　受託者は、契約締結後速やかに実施体制図及び業務フロー図を提出すること。
なお、やむを得ない事情により実施体制を変更する場合は、事前に東京都（以
下「都」という。）と協議を行い、了承を得ること。

（２）業務責任者の設定
　　　　受託者は、業務責任者を定め、都に連絡すること。業務責任者は、本業務内
容の全体を統括し、全体の進捗管理をした上で、都との協議内容を各部門に周
知徹底するなど、事業の円滑かつ適切な遂行を行えるようにすること。
　（３）調査等への協力
　　　　委託業務の実施状況について、都が受託者に対して調査又は報告を求めた場
合、受託者は協力すること。
（４）緊急時の対応
　　　委託業務の履行中に事故等が生じた場合には、受託者は直ちに都に状況を報
告するとともに、都と協議した上で速やかに適切な対応を行うこと。
　２　業務履行における留意事項
（１）新型コロナウイルス感染症の拡大防止

　　　本委託においては、業務の履行にあたって、新型コロナウイルス感染症の拡

大防止に努めること。契約後に新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴う業

務が追加で発生した場合 、受託者からの申し出を踏まえ、都と受託者間にお
いて、契約金額の変更のための協議を行う。この場合、受託者の責めに帰すこ
とができないものとして、契約書に基づき契約内容の変更を行うもとし、契約
金額については都と受託者間での協議を踏まえ適切に対応する。

　（２）本業務に関する個人情報の取扱い
　　　　委託業務の実施にあたっては、別紙「個人情報に関する特記事項」に則るこ
と。また、本業務の過程で知り得た情報等については、情報漏洩対策等、セキ
ュリティ確保に万全を期すこと。
　（３）本業務に関するデータ類の取扱い
　　　　本業務に関するデータ類は、委託の目的以外に使用してはならない。また、
本業務の過程で知り得た情報等については、保存媒体の管理など、秘密保持に
万全の措置を講じ、資料の処分については都と協議の上行うこと。

第３　委託内容

　 都において協力金に係る申請書類の審査業務が終了し、令和３年度中に支給対象となった案件について、受託者は支出事務を行うこと。
　１　支出事務の委託の範囲
　　　支出手続きのうち支出負担行為及び支出の決定は都において行い、支払につい
て受託者に委託する。
　２　現金の出納保管に関すること
　（１）資金の受入れに関すること
　　　ア　資金の請求方法
　　　　  都は協力金に係る支出決定書（別記第1号様式）により協力金総額に係る
支出を決定し、決定後に受託者に通知する。受託者はこれに基づき、執行計
画を策定し提出すると共に、資金請求書（別記第２号様式）により分割請求
する。
　　　イ　資金の請求の時期
　　　　　受託者は、支出決定通知に基づき、令和３年４月１日及び毎月第１木曜日
と第３木曜日に速やかに資金を請求すること。
ただし、緊急等の場合には、都と協議の上、資金請求の時期を変更できるものとする。
　　　ウ　資金の受入方法
　　　　　受託者は、口座振替により資金を受け入れること。
　（２）資金の保管に関すること
　　　ア　資金の保管方法
　　　　　受託者は、受け入れた資金を受託者の別段預金口座で保管すること。保管
にあたっては他の資金と混同しないように会計を区別するなど厳密に管理
すること。
　　　イ　送金時の名義
　　　　　送金時に表示される名義は「トジタンキヨウリヨクキン」とする。
　（３）支払に関すること
　　　ア　支払の時期及び方法
都において、支給対象者の口座情報等を保存した電子媒体を添えて支出手
続依頼書（別記第３号様式。以下「依頼書」という。）を用意するので、受
託者は都が指定する日時、場所において受領すること。
受託者は、依頼書を受領後４営業日以内に口座振替により支給対象者に協
力金を支払うこと。
　　　イ　支払実績の報告
　　　　　受託者は、アにて支払後には支出済みの合計件数、支出済みの合計金額、口座振替不能の合計件数、口座振替不能の合計金額を記載した支出手続報告書（別記第４号様式）をセキュリティ対策を施した上で速やかにメール又は書面にて提出すること。報告書には口座振替不能となった該当者の氏名、支給金額、原因を記載した口座振替不能一覧表を添えること。また、アで都が交付する電子媒体については、アにて支払後速やかに返却すること。返却にあたっては持参又は配達状況を確認できる郵送方法とする。
　　  ウ　口座残高の報告（週次報告）
　　　　　毎週金曜日の口座残高を把握するため、翌週火曜日の都が指定する時間までに別段預金取引明細照会結果を添えて口座残高報告書（別記第５号様式）
をセキュリティ対策を施した上でメール又は書面にて提出すること。なお、上記の曜日が祝日に該当する場合は翌営業日に読み替えることとする。
３　精算に関すること
（１）精算書の提出
　　　受託者は、２（１）により受け入れた資金について、次回資金請求の際の
都への精算報告を省略し、受託者が現に有する残金は返納させることなく、次
回に繰り越すものとする。なお、本件支出事務の支払いを全て終了したとき及
び年度末は精算書（別記第６号様式）を作成し、速やかにこれを都に提出する
こと。
（２）精算残金の処理方法
　　　受託者は、資金に残金が生じたときは納付書（東京都会計事務規則別記第
８号様式乙）により指定金融機関又は収納代理金融機関に払い込むこと。
（１）にて作成する精算書には当該金融機関が発行する領収証書の写しも添
付すること。
４　常備すべき帳簿等に関すること
（１）帳簿を含む証拠書類等の整理保管
　　　受託者は、本委託に係る証拠書類等を都に提出するまでの間、施錠できる
書庫等で適切に保管すること。証拠書類等とは、依頼書、支出手続報告書、口
座残高報告書、電子媒体、別段預金取引明細照会結果を指す。
　 （２）帳簿を含む証拠書類等の都への引継ぎ
　　　　 受託者は、履行期間終了後速やかに帳簿等を都へ引き継ぐこと。
５　資金の亡失、損傷に係る報告時期及び報告手続き
　　　　受託者は、資金の全部又は一部について、亡失又は損傷した場合は速やかに都に状
況を報告するとともに、経緯を記載した報告書を提出すること。
６　委託事務の再委託の禁止に関すること
（１）受託者は、本業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。
ただし、支出事務に関する事務補助については、事前に文書により都と協議し、
承認を得た場合には受託者の管理指導の下、履行補助者を置くことができる。

（２）この仕様書に定める事項については、受託者と同様に、履行補助者においても遵
守するものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して一切の責任を
負う。
７　会計管理者が行う検査に関すること

　　受託者は、支出事務に関して、地方自治法施行令第165条の３第３項の規定に基づき会計管理者が行う検査に協力し、その指導に従うものとする。また、履行補助者についても、受託者と同様、都の検査に協力し、その指導に従うものとする。

８　その他

都における組織の名称が変更になった場合は、東京都組織条例及び東京都組織規程
により処理するものとする。
第４　共通事項
　１　経費の支払

（１）経費の負担
委託業務の執行に必要となる経費は受託者が負担する。ただし、事前に文書により都と協議し、承認を得た場合にはその全部又は一部を都が負担するものとする。
（２）成果物
　　　  成果物の詳細及び納入期限については以下のとおりとする。
	成果物
	納品の形態等
	納入期限

	１　運営体制の構築
（１）実施体制図
（２）業務フロー図
	・紙ベース１部

・電子データ
	契約締結後速やかに提出

	２　委託内容
（１）支出手続報告書
（２）口座残高報告書
	・紙ベース１部
・電子データ
	（１）支出手続依頼書に基づき支払後速やかに提出
（２）翌週火曜日の都が指定する時間までに提出


（３）委託完了届の提出
　　  受託者は、すべての業務を履行した時は委託完了届を提出すること。様式は別途
案内する。
（４）支払
支払は、それぞれの履行状況を確認の上、受託者からの適法な請求書に基づき一
括して支払うものとする。

２　環境により良い自動車使用

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守す
ること。
○　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例(平成12年東京都条例第215号)第37条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。

○　自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）の対策地域内で登録可能な自動車であること。
　なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明等の提
示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。
３　担当部署
東京都産業労働局総務部企画計理課新型コロナウイルス感染症対応事業推進
担当
（直通）03-5320-7589　（内線）36-385
